
【機密性2情報】

公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

法人番号

様式２－１



【機密性2情報】

公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

東京労働局雇用保
険電子申請事務セ

ンター五反田庁舎及
び池袋分室におけ
る電話設備工事

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月24日

株式会社 アクト
東京都港区西新橋
2-22-8 第一協立ビ
ル5F

5020001005834

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第２
号

予定価格が250万円を超えない工事に該当するため

2,191,376 1,309,000 59.7%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－２



【機密性2情報】

公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

定期希望票外事務
用消耗品の購入（令
和2年度第1回）

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月5日

株式会社　アイテッ
クス
東京都中央区日本
橋人形町３－４－５
日本タオル会館２F

8010001073697 一般競争入札 2,066,660 1,983,099 96.0% 　

ハローワーク助成
金事務センター新宿
分室の設置に伴う
備品の購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月8日

株式会社　フォーサ
イト
東京都中央区八丁
堀４－10－８

7011301006050 一般競争入札 2,249,786 2,124,980 94.5%

ハローワーク助成
金事務センター新宿
分室設置における
信書等の配送業務
委託（単価契約）

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月10日

広田ユニオン　株式
会社
大阪府大阪市城東
区関目４－３－13

1120001016049 一般競争入札 1,451,120 1,163,030 80.1%
＠ルート１　5,450

円/回

助成金事務センター
及び労災補償課に
おけるノートパソコ
ンの購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月12日
Ｓｏｌａ　株式会社
東京都千代田区外
神田６－14－３

5010001121335 一般競争入札 9,646,769 5,626,500 58.3% 　

東京労働局におけ
るシステム関連機
器の購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月17日

システムスクエア
株式会社
大阪府大阪市淀川
区西宮原２－７－６
１トラモンド新大阪ビ
ル

4120001130359 一般競争入札 4,130,263 2,167,000 52.5% 　

雇用保険適用・雇用
継続給付関係の印
刷物の作成

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月18日

三松堂印刷株式会
社
東京都千代田区西
神田３－２－１住友
不動産千代田
ファーストビル南館
１４階

1010001129704 一般競争入札 6,721,149 4,817,000 71.7%

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－３



【機密性2情報】

第2回求職者給付に
係る周知用印刷物
２点の作成

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月22日

株式会社　アイネッ
ト
東京都中央区銀座
７－１６－２１

5010001067883 一般競争入札 5,459,141 2,510,241 46.0% 　

雇用保険電子申請
事務センター拡充に
係る備品の購入外
３件

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月30日

株式会社　ジョイフ
ル
東京都江東区千石
２－６－14－202

4010601047014 一般競争入札 5,202,095 4,587,000 88.2% 　

Office　Standard
2019の購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁
舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月30日

Dynabook　株式会
社
東京都江東区豊洲
5-6-15

8010601034867 一般競争入札 3,828,440 3,737,360 97.6% 　

　  　   　   　

　  　   　   　

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



【機密性2情報】

公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

新型コロナウイルス
感染防止に係るア
ルコール消毒液の
購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月9日

日本郵便オフィスサ
ポート　株式会社
東京都千代田区内
神田１－５－１６　ア
ルテ大手町ビル３F

9010401091760

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第３
号

予定価格が160万円を超えない財産の買入に該当するため

1,596,672 1,596,672 100.0%

助成金事務センター
新宿分室で利用す
る助成金システム関
係機器の購入及び
設定作業

東京都千代田区九段南
１－２－１九段第３合同
庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月15日

シャープマーケティ
ングジャパン株式会
社
東京都港区芝浦１
－２－３

1040001008905

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
雇用調整助成金特例措置に伴い、新制度に対応した独自システ
ムの整備を行っているところであるが、新たに開設する助成金事
務センター新宿分室においても、関係機器を購入し、システム整
備を迅速に行う必要がある。本調達がなされず雇用調整助成金
に係る業務に滞りが生じた場合、雇用安定事業のセーフティネッ
トとしての機能を十分に果たせないことになり、国民生活に悪影
響が出かねないため上記法令により随意契約とした。また、左記
業者は、過去に当局の類似案件の調達を行っていたことと、当局
が複数の業者に確認した中で、指定する納期までに仕様内容に
対応できる唯一の業者だったため指定した。

8,182,528 6,647,740 81.2%

令和２年度不正プロ
グラム対策ソフト
ウェアの利用に係る
ライセンス契約の追
加

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月16日

株式会社ワイイー
シーソリューションズ
神奈川県横浜市中
区山下町２２番地

9020001029549

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第３
号

予定価格が160万円を超えない財産の買入に該当するため

1,554,102 868,560 55.9%

助成金・休業支援金
事務センター設置に
係る備品の購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月17日

株式会社　ジョイフ
ル
東京都江東区千石
２－６－14－202

4010601047014

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第３
号

予定価格が160万円を超えない財産の買入に該当するため

1,524,311 1,400,960 91.9%

令和２年度労働基
準監督官採用試験
一次試験の会場借
上げ

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月17日
学校法人日本大学
東京都千代田区神
田三崎町１－３－２

5010005002382

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号

当該試験の実施にあたり、九段第３合同庁舎の近隣にある外部
会場の中で、アクセス面・利便性・収容規模等の条件を満たし、試
験予定日に予約が可能な唯一の会場であるため。

1,320,000 1,320,000 100.0%

助成金・休業支援金
事務センター用ノー
トパソコンの購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月18日

株式会社　ビービー
システム
大阪府大阪市中央
区城見２－１－６１

2120001031542

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
雇用調整助成金及び休業支援金に係る新センターにおける実務
は、令和2年7月2日から開始することとなっており、早期に契約を
締結して調達を開始する必要があった。本調達のノートパソコン
が納入されない場合、事業が開始できず、雇用調整助成金及び
休業支援金の支給の遅れに繋がり、国民のセーフティネットとし
ての機能を十分に果たせないことになる。以上の事態を回避する
ため、本調達を確実に実施する必要があることから、上記法令に
より随意契約とした。また、左記業者は、当局が複数の業者に確
認した中で、指定する納期までに仕様内容（数量等）に対応でき
る唯一の業者だったため指定した。

81,798,486 77,985,600 95.3%

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－４



【機密性2情報】

助成金・休業支援金
事務センターで利用
するプリンター等の
購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月18日

リコージャパン　株
式会社
東京都大田区中馬
込1-3-6

1010001110829

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
雇用調整助成金及び休業支援金に係る新センターにおける実務
は、令和2年7月2日から開始することとなっており、早期に契約を
締結して調達を開始する必要があった。本調達のプリンター等が
納入されない場合、事業が開始できず、雇用調整助成金及び休
業支援金の支給の遅れに繋がり、国民のセーフティネットとして
の機能を十分に果たせないことになる。以上の事態を回避するた
め、本調達を確実に実施する必要があることから、上記法令によ
り随意契約とした。また、左記業者は、当局が複数の業者に確認
した中で、指定する納期までに仕様内容（数量等）に対応できる
唯一の業者だったため指定した。

9,251,440 7,359,000 79.5%

助成金事務センター
新宿分室外２拠点で
使用するシステム関
係備品の購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月18日
一夢堂　株式会社
東京都豊島区南大
塚３－２４－４

4013301028597

会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第９９条第３
号

予定価格が160万円を超えない財産の買入に該当するため

1,589,032 1,570,688 98.8%

助成金・休業支援金
事務センター開設に
係る什器類のレンタ
ル（パネル・保管庫
等）

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月19日

山王スペース＆レン
タル　株式会社
東京都中央区銀座
３－１０－６

7010001009719

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
雇用調整助成金及び休業支援金に係る新センターにおける実務
は、令和2年7月2日から開始することとなっており、早期に契約を
締結して調達を開始する必要があった。本調達の什器類が納入
されない場合、事業開始後の円滑な業務体制を構築することがで
きず、雇用調整助成金及び休業支援金の支給の遅れに繋がり、
国民のセーフティネットとしての機能を十分に果たせないことにな
る。以上の事態を回避するため、本調達を確実に実施する必要
があることから、上記法令により随意契約とした。また、左記業者
は、当局が複数の業者に確認した中で、指定する納期までに仕
様内容（数量等）に対応できる唯一の業者だったため指定した。

6,460,584 5,215,540 80.7% 　

令和２年度第１回留
学生就職面接会の
会場及び付帯設備
の借上げ

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月19日

住友不動産ベル
サール　株式会社
東京都新宿区西新
宿２－６－１新宿住
友ビル３３階

5011101048856

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号

当該面接会の実施にあたり、東京外国人雇用サービスセンター
の近隣にある外部会場の中で、アクセス面・利便性・収容規模等
の条件を満たし、面接会予定日に予約が可能な唯一の会場であ
るため。

6,206,200 6,206,200 100.0%

助成金・休業支援金
事務センター開設に
係る備品等のレンタ
ル（複合機）

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月22日

リコージャパン　株
式会社
東京都港区芝浦３
－４－１

1010001110829

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
雇用調整助成金及び休業支援金に係る新センターにおける実務
は、令和2年7月2日から開始することとなっており、早期に契約を
締結して調達を開始する必要があった。本調達の複合機が納入
されない場合、事業が開始できず、雇用調整助成金及び休業支
援金の支給の遅れに繋がり、国民のセーフティネットとしての機
能を十分に果たせないことになる。以上の事態を回避するため、
本調達を確実に実施する必要があることから、上記法令により随
意契約とした。また、左記業者は、当局が複数の業者に確認した
中で、指定する納期までに仕様内容（数量等）に対応できる唯一
の業者だったため指定した。

8,373,684 6,914,424 82.6%

＠保守　4.2円
/枚

本体価格（総
価）　1,974,720

円

助成金・休業支援金
事務センター開設に
係る備品等のレンタ
ル（机・椅子等）

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月23日

コーユーレンティア
株式会社
東京都港区新橋６
－１７－１５
菱進御成門ビル６F

3010401025419

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
雇用調整助成金及び休業支援金に係る新センターにおける実務
は、令和2年7月2日から開始することとなっており、早期に契約を
締結して調達を開始する必要があった。本調達の備品（机・椅子
等）が納入されない場合、事業が開始できず、雇用調整助成金及
び休業支援金の支給の遅れに繋がり、国民のセーフティネットと
しての機能を十分に果たせないことになる。以上の事態を回避す
るため、本調達を確実に実施する必要があることから、上記法令
により随意契約とした。また、左記業者は、当局が複数の業者に
確認した中で、指定する納期までに仕様内容（数量等）に対応で
きる唯一の業者だったため指定した。

23,323,795 19,627,300 84.2%



【機密性2情報】

第三者行為災害求
償業務・債権管理業
務で使用する
WindowsAccessファ
イルの改修

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月23日

株式会社　システム
アプローチ
愛知県名古屋市中
村区佐古前町７－
31

7180001030609

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号

左記業者は、本件Accessファイルをもとに構築された「第三者行
為災害求償管理システム」の開発業者であり、システムの所有
権・著作権も左記業者に帰属しているため、他の業者が実施する
ことが不可能なため。

2,398,000 2,398,000 100.0%

助成金事務センター
新宿分室（小田急第
一生命ビル）建物賃
貸借契約（増設分）

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月24日

小田急不動産 株式
会社
東京都渋谷区初台
1-47-1

7011001005063

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
急増する雇用調整助成金に対応するため緊急に執務スペースが
必要となったことから、早期に賃貸契約を締結して場所を確保す
るため、上記法令により随意契約とした。なお、新設予定の助成
金事務センター新宿分室と同一ビル内にスペースを確保し、連携
を図るため、本物件（小田急第一生命ビル）を選定した。左記業
者は、小田急第一生命ビルの貸主であるため唯一の契約者とな
る。

67,790,655 67,790,655 100.0%

休業支援金事務セ
ンター（小田急第一
生命ビル）建物賃貸
借契約

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月24日

小田急不動産 株式
会社
東京都渋谷区初台
1-47-1

7011001005063

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
新たに創設される新型コロナウイルス感染症対応休業支援金に
対応するため緊急に執務スペースが必要となったことから、早期
に賃貸契約を締結して場所を確保するため、上記法令により随意
契約とした。なお、新設予定の助成金事務センターと同一ビル内
にスペースを確保し、連携を図るため、本物件（小田急第一生命
ビル）を選定した。左記業者は、小田急第一生命ビルの貸主であ
るため唯一の契約者となる。

68,438,421 68,438,421 100.0%

新型コロナ特例雇用
調整助成金審査・支
給業務等施設（小田
急第一生命ビル3・
15階）建物賃貸借契
約

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月24日

小田急不動産 株式
会社
東京都渋谷区初台
1-47-1

7011001005063

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号
急増する雇用調整助成金に対応するため緊急に執務スペースが
必要となったことから、早期に賃貸契約を締結して場所を確保す
るため、上記法令により随意契約とした。なお、新設予定の助成
金事務センター新宿分室と同一ビル内にスペースを確保し、連携
を図るため、本物件（小田急第一生命ビル）を選定した。左記業
者は、小田急第一生命ビルの貸主であるため唯一の契約者とな
る。

42,859,359 42,859,359 100.0%

バス車両（台東区循
環バス「めぐりん」）
の広告等を利用した
ハローワーク及びハ
ロートレーニング利
用案内広報

東京都千代田区九段南
１－２－１九段第３合同
庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
小林　淳

令和2年6月29日

株式会社　日東広
告
東京都台東区上野
桜木１－１２－２

1010501010339

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の
４第３号

台東区循環バスへの広告掲載については、台東区より左記業者
が委託業者として指定されているため。

2,456,960 2,456,960 100.0%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


